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小児保健・医療ができること，小児保健・医療でなければ
できないこと

～多職種で行う，これからの支援

笑顔の子どもを育む地域小児医療支援

是松聖悟（埼玉医科大学総合医療センター 小児科）

Ⅰ．緒言

2007年頃より日本小児科学会は，十分な小児救急
医療の提供を受けられない子どもたちと，疲弊する小
児科医の両者を守るために，厚生労働省と連携し，小
児科医を集約化させ，時間外診療と高度救急医療体制
を整備し，一定の成果を得た。その過程で小児医療の
課題は少しずつ変化が出現してきた。前述の取組に加
え，予防接種事業は他の先進国と同等のレベルに発展
し，また，日本における質の高い診療ガイドラインの
作成により，かつては救命が困難であった疾患の救命
率の向上をもたらした。一方，在宅で医療的ケアを必
要とする子どもや，慢性疾患を抱えた子どもたちが増
えた。加えて，生活習慣やメンタルヘルスの課題を抱
えた子どもが増えてきた。日本小児科学会は，2017
年に「小児保健・医療提供体制 2.0」１）を発表し，これ
からの小児科医が取り組むこととして，慢性疾患患児
を支援するために多分野と連携することをあげている。
本稿では大分県とその市町村が実施してきた地域小
児医療支援活動２）のうち，多職種連携が奏効した感染
症対策，神経発達症支援，食物アレルギー対策，医療
的ケア児支援，子育て支援について報告する。

Ⅱ．感染症対策

前述のように小児救急医療体制は整備されていった
が，特に小児科医の少ない地域では一次医療圏の地域

振興小児科や二次医療圏の地域センター小児科を受診
するために車移動で 1時間以上かかる地域は依然とし
てある３）。その課題を解決する方法のひとつとして，市
町村と連携し，任意予防接種を公費助成し，予防でき
る感染症を減らす取組を実施した２）。竹田市では，水
痘ワクチンとおたふくかぜワクチンの公費助成にて両
感染症が減少し４），公費助成額を上回る費用対効果が
得られ５），さらに，合計特殊出生率向上という二次的
効果も得られた４）。また，他の市町村で同様の取組を
行った際の費用対効果を考える上で参考にできるもの
として，乳幼児医療費の公費助成額を解析６）し，人口
の少ない市町村では乳幼児医療費が，人口の多い医療
圏の医療機関に支払われていることを明らかにした。
徐々に任意予防接種を公費助成する市町村は増え，感
染症の減少がみられた７～９）。
また，#8000子ども医療電話相談事業は全国で展開

されているが電話相談後の受診の有無と入院の有無は
把握されていない。そこで，中津市では深夜帯の小児
科病棟の夜勤看護師による電話相談によるトリアージ
を導入し，看護師の助言スキルを高めるために小児科
医による勉強会と相談内容を録音した音声をもととし
た日々のフィードバックを行った。その結果，深夜帯
の外来受診数は約 1/3に減少したが，従来と同等の深
夜帯の入院数を確保した。深夜帯に受診しなかったこ
とでその間に状態が悪化し，日勤帯の入院が増えるこ
ともなかった１０）。適切なトリアージが実現しているこ
とを示唆した。

Presented by Medical*Online



第 82巻 第 3号，2023 243

Ⅲ．神経発達症支援

大分県では，県委託事業を介して，18市町村中 16
市町村が 5歳児健診を導入し，神経発達症を抱えた子
どもを医療（小児神経専門医，児童精神科医），心理，
教育，福祉，保育の多職種で支援している２）。県教育
委員会も学校に特別支援教育を受けた教員の配置に努
めてきた。また，医師，臨床心理士，相談支援専門員，
保健師，教育委員会指導主事等が幼稚園や保育所を巡
回し，支援が必要な子どもの苦手領域の克服のために，
教員，保健師，保護者と協議することもある。さらに，
学校，幼稚園，認定こども園，保育所の教職員が，定
期的に医師，福祉関係者に子どもの支援について相談
できる場も設けている。その中で竹田市では不登校児
童が減少する効果１１）も得られた。支援した学校，幼稚
園，保育所，保護者へのアンケートでは「子どもの対
応がわかった」との回答の他，「子どもの良いところ
に気づいた」との回答も多く寄せられていた。情緒課
題を見出し，それを克服するための多職種連携は，子
どもが苦手領域を克服し，得意分野を伸ばしていこう
とする効果があることが示唆された。加えて，5歳児
健診をすることで，この領域の支援を 5歳から開始す
るのは遅いことの気づきにもつながった。大分県では，
1歳半健診，3歳児健診での情緒問題へのアプローチ
が進んでいる１２）。

Ⅳ．食物アレルギー対策

大分県や西日本における，集団生活での給食での食
物アレルギー対応の課題を調査し１３～１６），その課題を克
服するために，大分県では県委託事業を介して，各二
次医療圏をアレルギー専門医が巡回し，地域振興小児
科や地域センター小児科でアレルギー専門外来を開設
するようにした。また，各地において定期的に教員に
対する研修会と相談会を実施した。その結果，アレル
ギー専門医以外に小児科医のアレルギー診療スキルが
高まり，それを支援できる小児科スタッフも増えてい
る。そして，大分県は地域保健協議会にアレルギー対
策専門委員会（アレルギー専門医，県小児科医会，学
校医，小児アレルギーエデュケーター，県薬剤師会，
県栄養士会，県健康づくり支援課，県教育委員会，県
養護教諭部会，県栄養教諭部会，県保育連合会）を設
置し，2017年に「学校，幼稚園，認定こども園，保
育所の食物アレルギー対応の手引き（大分県版）」を
作成した２，１７）。省庁を超えた統一マニュアルにより，県

内の食物アレルギー対応が統一されたことで，対応と
連携の円滑化，統一化がなされている。

Ⅴ．医療的ケア児支援

大分県では，医療的ケア児とその診療体制の実態調
査から課題を抽出し１８，１９），それを解決するための，医
療（新生児医療，重症心身障害児施設，小児在宅医，
成人在宅医），県（県地域医療政策課，県健康づくり
支援課，県障害福祉課，県教育委員会，大分市教育委
員会，大分市障害福祉課，県児童相談所，県看護科学
大学，県訪問看護協会）からなる多職種連携会議を立
ち上げ，定期的に会議を実施してきた。また，小児科
医，成人在宅医，看護師，介護士，福祉士，養護教諭，
看護教員，保護者を対象とした実技講習会や講習会も
実施してきた。さらに，学校や支援学校への小児科医
および小児科スタッフの巡回，訪問診療に興味をもっ
た医師の訪問診療への同行も実施している。この事業
は，当初，県補助事業として介されたが，現在では大
分県医師会への委託事業と大きな形となり，顔の見え
る多職種の連携が進み，成人科へのトランジション，
災害時対応など，検討事項が発展している２，２０）。
大分県北部保健所圏域ではまた，保育部保健所が主

催し，医療的ケア児の在宅療養支援検討会，医療的ケ
ア児支援定例会議を実施している。医療的ケア児と家
族の困りごとを，小児科医，歯科医，県職員，市職員，
障害児福祉施設，訪問看護ステーション，民間療育で
状況を共有し，相談や助言内容を検討している。この
会議はまた，医療的ケア児者支援をこれから始めよう
とする人たちもオブザーバー参加でき，学びの場と
なっている。そこで作成した「医療的ケア児支援の手
引き（大分県北部圏域版）」は，医療的ケアが必要と
なったところからグリーフケアにいたるまでの支援者
が行うことが簡潔に記載され，同圏域で活用されてい
る。

Ⅵ．子育て支援

中津市では，永く地域での医療活動と，保健，福祉
への教育活動を実施してきた開業小児科医のもとで妊
娠から就労までの途切れない子育て支援として虐待予
防が進められてきた２１，２２）。妊婦が母子健康手帳発行の
ために市役所を訪れた際に保健師は 1時間の面談を
行っている。そこで妊婦の背景を理解し，支援が必要
と判断した場合は医療に情報提供しつつ，定期的に家
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庭訪問している。そして，医療，保健，福祉，教育，
就労支援の多職種で構成される市特別支援連携協議会
があり，顔の見える関係のもと，途切れない子育て支
援がなされている。

Ⅶ．結論

大分県を例として，多職種連携が奏効した感染症対
策，神経発達症支援，食物アレルギー対策，医療的ケ
ア児支援，子育て支援について報告した。他にもメン
タルヘルス，生活習慣病予防，貧困対策などの課題は
まだまだ多い２３）。加えて，気管支喘息２４，２５）やてんかん２６，２７）

など，慢性疾患を抱えた子どもがハンディと感じるこ
となく育っていける環境整備も必要である。日本小児
科学会の調査では，多くの会員が病院外で教育と連携
していることが明らかになった２８）。一方，学校等と嘱
託医とのコミュニケーションには課題があるとの報告
もある２９）。子どものいる環境には依然として多くの課
題があり，そこに目を向ける必要がある。
子どもが減少していくなかで，逆に少ない子どもを
大切に育てようとの機運は高まっている。「小児科医
ができる小児保健・医療，小児科医にしかできない小
児保健・医療」は多く，それに取り組めば取り組むほ
ど多職種連携が重要であることに気づく。「多職種連
携でできる小児保健・医療，多職種連携でしかできな
い小児保健・医療」が，笑顔の子どもを育む地域を創
ることは間違いない。
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Ⅰ．緒言

平成の時代に小児医療は新生児医療の発展やワクチ
ン事業の推進を達成し，小児救急医療の現場も対象と
なる疾患群が様変わりし，昭和の時代に比べ多くの子
どもたちが救われるようになってきた。しかしながら，
令和の時代になっても「事故による死亡」は子どもた
ちの死亡順位の上位を占め続け十分に解決できないま
までいる。一方で，ブコラムⓇやバクスミーⓇといった
学校や園で使用できる薬剤の登場や医療的ケア児支援
法の施行は小児の救急医療を変化させようとしている。
この変化していないことや変化していくことに対応す
るためには医療従事者だけでなく，教育，保育，行政，
消防などさまざまな職種が手を取り合って「子どもた
ちの生活する現場」で医療が展開されることが求めら
れる。本稿では多職種で連携するという視点での事故
の予防や学校・園での救急医療の展開，医療的ケア児
への対応について述べる。

Ⅱ．事故を予防するために

WHOは，事故予防のためにアプローチを行う原則
と し て Enforcement（法），Environment（環 境），
Education（教育）の 3つの Eを提唱している１）。こ
の中で，環境と教育は小児に関わる職種がアプローチ
できる領域である。事故を起こさぬように「もっと注
意」「ずっと注意」するよう指導される場面を見受け
るが，人間である限り「ずっと注意」し続けることは
不可能である。したがって，事故予防のために必要な
のは「注意ができなかったとしても，軽症ですむため
の環境整備」である。そして，環境整備に必要なツー
ルは知識であり，知識は教育によって得るのである。
そこで，教育をいつ，誰が，誰に行うのが効果的なの
かを考える必要がある。

Prochaskaによれば，ヒトが行動変容を起こすには
無関心期，関心期，準備期，実行期，維持期の 5つの
段階を経るとしている２）（図 1）。通常，子どもや保護
者は事故をした前後で無関心期から関心期へと移行す
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